








2015 年 1月 20 日、中国国家統計局は 2014 年度中国経済計算速報を発表した1)。それによれ
ば、2014 年中国の GDP（国内総生産）は 63兆 6,463 億元（約 1,209兆円、1元＝ 19円で計
算）で2)、実質成長率が目標の 7.5％より 0.1ポイント下回り、「六四天安門事件（天安門事
件）」以来 24 年ぶりの低水準となった。年平均約 10％の成長率を遂げていた時期に比べて経
済の成長に鈍化がみられるが、日米欧の先進諸国と比較すれば、中国経済は依然として高い成







ツを追い抜き世界 3位となった 2007年頃からである。2008 年のリーマンショックによって、








ている。1990 年代初頭、わずか 500米ドル足らずであった一人当たり GDP は、WTO に加盟
した 2001 年時点でおよそ 1,000米ドルとなり、1950 年代初頭の日本と同程度になった5)。そ
の後、2006年には一人当たり GDP は 2,077 米ドルまで伸長し、わずか 5 年間で倍増した。
2007年の中国共産党第十七回全国代表大会の中で前国家主席の胡錦濤が「2020 年の一人当た
り GDP を 2000 年の 4倍とする」と宣言し、4,000米ドルを達成するという目標は、わずか 3
年後の 2010 年に実現した。それ以降、2012 年には 6,000米ドルに、2013 年にはおよそ 7,000
米ドルに達し、12 年間で 6倍以上に成長している（図表 1-2参照）。
とりわけ、上海、北京、広州などの沿海部大都市の一人当たり GDP の成長は著しく、一部
のヨーロッパ諸国をも凌駕している。例えば、2013 年時点に北京の一人当たり GDP は
15,216 米ドルで、世界 48位のヨーロッパのラトビア（15,187 米ドル）を上回っているし、上
海の 14,653米ドルも 52位のロシア（14,591米ドル）よりも高いのである6)。
12
図表 1-1 上位 10ヶ国のGDPの推移（2000〜2020 年）










てきた。2014 年には中国の輸出入総額は 4兆 3,000 億米ドルと世界一であり、輸入額でも世







図表 1-2 中国の一人当たりGDPと世界ランキングの推移（2000〜2014 年）
出所：IMF - World Economic Outlook Databases, October 2015
米ドルを突破すると、日本を抜いて世界一となり、2009 年には 2兆米ドル、2011 年には 3兆









社会主義中国の黎明期ともいうべき 1949 年 10月の建国から毛沢東が逝去する 1976年まで
は、毛沢東が権力を掌握しすべてを決定していた時代である。その是非はともかく、戦争に
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1980 年代後半から急速に成長し、1990 年までに中国約 620 億米ドルの輸出額のうち 4割以上
を占めるようになった（図表 1-4参照）。



























こうした中で、外資企業による対中投資は一挙に急成長している。1992 年の 1 年間だけの













図表 1-5 外国企業による対中直接投資の推移（1985〜1999 年）
出所：『中国統計年鑑 2014』
力企業への合併を余儀なくされることになった。



























年 7 月タイに端を発したアジア通貨危機が始まり、中国でも 1997年 10月から 44ヶ月に及ぶ
デフレが発生した。しかし、市場経済の深化と政府による積極的なマクロ政策が功を奏したこ































資の受入国になった26)。新規投資の継続成長によって、外資企業数も 2000 年の約 203,000 社
から 2007年の約 286,000 社と 4割増となっている。
製造業を中心とした外資企業の進出によって大幅に拡大した中国の国際貿易は、2000 年代
の中国経済成長の牽引役となっている。冒頭でも述べたように、2002 年以降中国の輸出入は













トしたことによるところが大きく、世界の半導体市場における中国のシェアも 2000 年の 7％


















支給することになった。一方、1980 年〜1990 年の第 2次ベビーブーム世代31)が、2000 年代に
入って結婚年齢となったことで、住宅需要が急速に高まってきた。そのため、不動産価格が高













2002 年と 2003 年だけで 30％以上拡大した。さらに、市場育成のために、自動車ローン、リー
ス、中古車市場や保険などさまざまな自動車関連産業の整備策も打ち出されたこともあっ






















産業における外資企業の増加が著しい。図表 1-9 にあるように、2000 年に第三次産業に分類
される外資企業は約 47,000 社と、外資企業総数のおよそ 4分の 1 しか占めていなかったが、





出所：『中国統計年鑑』 1996 − 2014 年版
が徐々に減少する傾向にある。2008 年時点では、第一次産業と第二次産業に分類される外資















人当たり GDP で比較すると、最も高い天津では 16,000米ドルを超えているが、最下位の中





















































直接投資は 1,231 億米ドルに達し、3年連続で米国と日本に次いで世界 3位となり、海外に進
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